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不動産会社、不動産オーナー、エンドユーザーの悩みや課題はさまざま。

これらを解決するには、どうすればいいのか……？

不動産取引におけるさまざまな課題

収支報告が毎回書面で
郵送されてくるけど

デジタル化してほしい…

管理会社に預けている物件は
部屋探しをしている人に
紹介されているだろうか…

あまりにも多くの
不動産情報サイトがあり、

どれを見れば
いいかわからない…

できるだけ早く
物件を売りたいが、

買い手が見つからない…
郵便や電話ではなく、
スマホに連絡を
くれればいいのに…

入居まであと何回
名前を書いて
ハンコ押せば
いいんだろう…

入居者となかなか
連絡がつかないし、
対応に時間がかかる…

法改正にきちんと対応
しないと業法違反に
なってしまう…

設備の不具合で
管理会社に電話したが
担当者につながらない…

人手不足で
オーナー向けの情報提供や
提案に手が回らない…

入居者からの入金や
オーナーへの支払、

もっと簡単にならないか…

重要事項説明や
契約書の準備を
もっと効率的に
できないか…

複数のポータルサイトに、
同じ物件情報を登録・
更新するのが面倒…

皆さんの悩み、いい生活が I T で解決します！

不動産会社賃貸入居者売買希望者不動産オーナー
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空室情報

不動産会社の課題に応えるプロダクト群
不動産会社のさまざまな「困りごと」を解決する統合型業務支援システム（SaaS）を展開しています。

不動産賃貸管理会社
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ビジネスモデル
不動産市場に特化、全国の不動産会社のDXニーズに応えるシステムをクラウド・SaaS、サブスクリプション（月額利用料）で提供しています。

顧　客

様々な不動産業務に対応

エンドユーザー

不動産オーナー

売買希望者

賃貸入居者（予定者）

顧客の不動産ビジネスを加速させる
ITツールを自社で企画・開発・マーケティング

サービスの
企画・開発

生産性向上
システムを

SaaSとして提供

サービス利用料
（月額）

不動産サービスの
提供

不動産サービスの
利用・手数料

マーケティング・
営業・

コンサルティング

導入支援・運用・
サポート

賃貸管理

オーナー

売主

買主

入居者

賃貸仲介

売買仲介

取引におけるDX推進サブスクリプション

不動産会社

サービス群機能・体制

※SaaSは「Software as a service（サービスとしてのソフトウェア）」の略称で、クラウド上で
ソフトウェアを提供するサービスの形態です。

※BPaaSは「Business Process as a Service」の略で、顧客企業がコア業務に集中できるように、
業務プロセスそのものをITを活用しながら外部（この場合は当社）に委託するサービスの形態です。

BPaaS
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不動産市場の特性

サブスクリプション（継続課金）モデル

各社とも業務フローは法定で類似

入居者募集 重要事項説明 契　約

全国各地に広く所在

中小規模事業者が圧倒的多数

継続的・安定的に積み上がる収益モデル
当社の収益モデルは、システム利用料を月額継続課金で受領するサブスクリプションモデルであり、継続的・安定的に収益が積み上がるストック収入

モデルです。

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

大規模事業者

中小規模事業者

「テクノロジー ×不動産領域」＝不動産テック（Real Estate Tech）

が当社グループの事業領域です。いい生活は、業界特化型、バーティカ

ルSaaS（垂直型SaaS）を展開する数少ない上場企業です。

不動産市場は全ての人の生活に直結する大変重要な市場。その市場が

今、テクノロジーの力で大きく進化しようとしています。不動産市場は

GDPの約12％を占める「国内最大規模の産業」で、全国で約13万を超

える事業者から成る市場ですが、中小事業者が多く、本格的なデジタル・

トランスフォーメーション（DX）はまだまだこれからという状況です。

そういう市場にITを届けるにはどうしたら良いか。私たちの答えは、

必要なシステムをクラウド・SaaSとして、サブスクリプション（継続課

金）モデルで利用してもらうということでした。

私たちのサービスは、取引のデジタル化、情報の高度化、大量のデー

タを活用した不動産データアナリティクス等、不動産会社の業務効率化

を支援し、不動産会社の顧客であるエンドユーザーによりスムーズな取

引エクスペリエンスを提供し、市場に革新をもたらします。

私たちはテクノロジーで「不動産市場の未来を変革する」先駆者であ

りたい、そう考えています。

宅地建物取引業者数

※2025年3月末時点

1３2,291

不動産市場の特性に合うＳａａＳ・サブスクリプションビジネス
不動産領域でバーティカルSaaSを展開する、ユニークな存在です。
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「バーティカルSaaS+BPaaS」がもたらす相乗効果
100%出資子会社の株式会社リアルテック・コンサルティングを通して、高付加価値な導入運用支援としてBPaaSも提供。

SaaSとBPaaSの相乗効果を生み出し、幅広い顧客層へのアプローチを実現しています。

株式会社リアルテック・コンサルティング

株式会社いい生活が100％出資する戦略子会社である同社では、いい生活のSaaSを利用する不動産会社向けに、データ移行等の導入支援や運用支援など、
SaaSをより活用していただくための様々なサポートサービスを展開しています。

サービス種類 主な提供機能 主な提供価値 売上区分

オペレーション

コンサルティング

アプリケーション

ソリューション

サブスクリプション

BPaaS
Business Process as a Service

SaaS
Software as a Service

● 当社のSaaSの利用を前提としたBPO
● 当社コンサルタントが顧客のDXに伴走支援
● 自動化ツールの提供
● 顧客のレガシーデータを刷新、ビジネスの価値を最大化する
　ためのデータモダナイゼーションを提供

● 不動産業務プロセスを網羅したマルチプロダクトSaaS
● マルチテナント型SaaSでメンテナンスフリー
● UI/UXを追求した高ユーザビリティ
● 機密性の高いオーナー・契約・入出金情報を
　高度なセキュリティで管理
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「SaaS+BPO＝BPaaS」で不動産業のサステナビリティに貢献
システム（SaaS）の提供と業務代行（BPO）の両方を一体として提供することで、

顧客社内にIT人材がいなくても、柔軟なIT活用と人手不足課題の解消を実現します。

デジタル化を進める上での課題や障壁（n=1,442）

出典：総務省「令和6年度情報通信白書」（2024年）

人材不足 31.0%

資金不足

検討時間の不足

デジタル技術・リテラシー不足

アナログな文化・価値観が定着

規制・制度による障壁

明確な目的・目標がない

その他

21.4%

12.1%

14.6%

27.5%

26.6%

16.0%

0.1%

不動産業　事業所数

出典：総務省「令和３年経済センサス」（2023年）

6人以上
16.1%

従業員5人以下

83.9%

241,650
事業所

全体
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データモダナイゼーションがもたらす新たな付加価値
蓄積されたデータを、よりアクセスしやすく、使いやすく、価値ある形式に変換・最適化することで、有意義な洞察を引き出し、ビジネス価値を最大化します。

Before After

※データモダナイゼーションとは、単なるデータ移行ではなく、オンプレミスのシステムからSaaSにシフトする際に、データの処理、保管、活用方法を最新の技術に合わせて最適化し、ビジネス価値を最大化する戦略的な取り組みです。
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不動産市場のDXを促す主な法改正
不動産市場では、相次ぐ法改正への対応が不可欠です。

当社のSaaSは、追加カスタマイズ不要で最新の法改正に自動でキャッチアップし、お客様の業務システムを常に最新の状態に保ちます。

（注）サブリース業者と所有者との間の賃貸借契約の適正化に係る措置は2020年12月15日施行

2021年6月
賃貸住宅の管理業務等の
適正化に関する法律施行
賃貸住宅管理業の登録制度を創設、
オーナー向け重要事項説明、定期報告
が義務化
(2023年1月より全国一斉立入検査開始）

2025年1月
不動産仲介の
｢囲い込み｣規制開始
宅地建物取引業法施行規制を改正

2023年10月
インボイス制度開始
適格請求書等保存方式開始

2027年4月
新リース会計基準
適用開始
特定賃貸借契約 （マスターリー
ス契約）のオンバランス化

2021年5月
押印義務廃止・ 
書面化義務緩和
デジタル改革関連法可決

2022年5月
電子契約解禁
宅地建物取引業法改正

省エネ性能表示制度開始
相続不動産の登記義務化

2024年4月

予定
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ポジショニングと競争優位性
SaaSオンリー、市場特化（バーティカル）、マルチプロダクトが当社の持続的競争優位性です。

いい生活のポジショニングと競争優位性
ＳａａＳの優位性

1. 法改正対応等にも一律アップデート

2. システム間のデータ連携が容易

3. リモート作業にも簡便に対応可能

4. 高度なセキュリティ

5. ＡＩ技術の活用にも好相性

バーティカルＳａａＳの優位性

1. 高いＬＴＶ（顧客生涯価値）

2. 汎用性よりサービスそのもので差別化

3. 顧客の基幹システムとして位置づけ

マルチプロダクトの優位性

1. 収益が短期的市況に左右されにくい

2. ＡＲＰＵの向上余地

3. 連携による全体最適価値の創出

4. ＴＡＭ拡張余地が大きい
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不動産市場におけるSaaSの優位性
ＳａａＳは不動産市場の構造や特性に合ったシステムの提供方法です。

地域密着型・
フラグメント市場

サプライチェーンに
登場する

多様なプレーヤー

必須マスター
情報の存在

相次ぐ法改正による
旧型システムの陳腐化

ユーザー側における
IT人材の不足

不動産市場には、地域のニーズに根差し
た、独立した中小規模の事業者が各地域
に存在しており、宅地建物取引業のみで
全国に約13万社を超える事業者が存在
しています。中小規模の事業者が大多数
を占めることから、個々の企業ができる
IT投資には自ずと制約があり、費用面に
おいて効率的に導入・利用できるSaaS
に優位性があります。

カスタマイズを前提としたオンプレミス
型のシステムでは法改正の流れにタイム
リーに追従できず、適法に業務を行うた
めには更にカスタマイズを重ねていく必
要があります。SaaSは法改正にも漏れ
なく対応、サービス提供側が自動でアッ
プデートを行うことで、個々の事業者が
システムをカスタマイズし続ける呪縛か
ら逃れ、更には業務の属人化を防ぎ、標
準化を進めることが可能です。

不動産取引では、賃貸人、賃借人、売り手、
買い手、その間を取り持つ不動産仲介会
社、不動産管理会社、加えて、家賃保証会
社等、取引に多くの関係者が登場します。
市場における課題解決には、個々の不動
産会社の利便性が上がれば良いだけでは
なく、サプライチェーン全体でデータを
連携し、DXを推進する方がメリットが大
きく、関係者をつなぎやすいSaaS上の
プラットフォームに優位性があります。

中小事業者が多い不動産事業者において、
システムの保守・運用、サーバ等のハー
ドウェア、サーバ上のOS等の保守・運用
に、専門のＩＴ人材を確保することは、
人的リソース面で大きな制約があります。
SaaSは、ユーザー側でシステムのメン
テナンスが不要となり、個々の不動産会
社がIT人材を確保する必要がなくなりま
す。

不動産物件情報は、住所情報や沿線・交
通機関情報等、多くの地域の基本情報に
よって構成されます。市町村合併等に伴
う住所情報の変更、交通機関の沿線情報
の変更など、必須基本情報の更新が発生
する際も、SaaSであれば、ユーザー側で
の更新作業ではなく、全体で自動更新が
可能です。

1

1 2 3 4 5

3 5

2 4
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チーム及び人的資本の持つ優位性
私たちの開発提供体制の最大の強みは、サービス開発から導入後の成功までを完全にカバーするフルセットのチーム体制です。

不動産業務に精通し、
大規模マルチテナント
型SaaSのマルチプロ
ダクト展開を実現

専門性の高い直販提案
型セールスで新規顧客
獲得及びアップセル/
クロスセルを実現

導入から稼働開始まで
SaaS導入による業務
革新を実現

顧客のレガシーデータ
を真の情報資産へと変
革するデータモダナイ
ゼーションを支援

稼働開始後の活用支援
を担い、高い顧客満足
度を誇る

エンジニア マーケティング
セールス

コンサル
ティング

導入支援 カスタマー
サクセス
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2001 2019

2021

2022
不動産業務支援システ
ムを提供開始
媒体向けコンバートを
いち早く商品化

・

・

2013
賃貸管理向け
クラウドをリリース

・

2015
不動産業務支援システム
が「ASPICクラウドアワー
ド2015」において「社
会・業界特化系グランプ
リ」を受賞

・

2016
東証二部へ市場変更・ ウェブ申込機能リリース・ スタンダード市場

に移行
ブランドリニュー
アル実施

・

・

2006
東証マザーズ上場・ 「いい生活Ｓｑｕａｒｅ」（現名

称）リリース
電子契約連携スタート
経済産業省が定める「DX認
定取得事業者」に認定

・

・
・

2018
ＳａａＳ導入支援を担う１００％子会社

（株）リアルテック・コンサル
ティング設立
入居者アプリリリース
オーナー向けアプリリリース

・

・
・

Ｗｉｎｄｏｗｓ ＸＰ 発売（２００１）
Ｇｏｏｇｌｅ 上場（２００４）
ＹｏｕＴｕｂｅ 設立（２００５）
Ａｍａｚｏｎ Ｗｅｂ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ
サービス 開始（２００６）
Ｔｗｉｔｔｅｒサービス 開始（２００６）
「クラウドコンピューティング」と
いう言葉が使われる（２００６）

・
・
・
・

・
・

政府が「クラウド・バイ・デフォルト
原則」を採用（２０１８）

・初代ｉＰｈｏｎｅ 発売（２００７）
リーマンショック（２００８）
Ａｎｄｒｏｉｄスマホ 発売（２００８）
Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ａｚｕｒｅサービス開始（２０１０）　
東日本大震災（２０１１）

・
・
・
・
・

新型コロナウイルス感染症 
初報告（２０１９）
国内で５Ｇサービス
開始（２０２０）

・

・

デジタル改革関連法 成立（２０２１）
東京オリンピック（２０２１）
Ｗｉｎｄｏｗｓ １１ 公開（２０２１）
Ｓｔａｒｌｉｎｋ サービス開始（２０２２）

・
・
・
・

（２０１６年東証
　二部へ市場変更）

いい生活の歩み
インターネット黎明期より、不動産市場のDXに貢献してまいりました。


